
■ 新旧対照表（下線部が変更箇所）  
新 旧 

個人情報保護方針 個人情報保護方針 
  
1 乃至 3 （変更なし） 1 乃至 3 （省略） 
  
4 個人情報等の開示等のお手続、苦情及び相談のお問合せ窓口 4 個人情報等の開示等のお手続、苦情及び相談のお問合せ窓口 
当社は、個人情報等の開示等のお手続、取扱いに関する苦情及び相談に対し

て、以下の問合せ窓口に郵便の送付または当社ホームページの「お問い合わ

せ」から電子メールの送信による方法でお問い合わせください。当社は、当

該お問合せがご本人又は代理人によるものであることを確認した上で、ご本

人又は代理人が請求した方法（当該方法による開示に多額の費用を要する場

合その他の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付に

よる方法）により適切に対応致します。なお、お問合せ内容によっては、当

社所定の申込書面をご提出いただく場合があります。 

当社は、個人情報等の開示等のお手続、取扱いに関する苦情及び相談に対し

て、以下の問合せ窓口に郵便の送付または当社ホームページの「お問い合わ

せ」から電子メールの送信による方法でお問い合わせください。当社は、当

該お問合せがご本人又は代理人によるものであることを確認した上で、ご本

人又は代理人が請求した方法（当該方法による開示に多額の費用を要する場

合その他の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付に

よる方法）により適切に対応致します。なお、お問合せ内容によっては、当

社所定の申込書面をご提出いただく場合があります。 
  
(1) 問合せ窓口 (1) 問合せ窓口 
〒100-0011 〒100-0011 
東京都千代田区内幸町二丁目 1 番 6 号 日比谷パークフロント 東京都千代田区内幸町二丁目 1 番 6 号 日比谷パークフロント 
ＫＤＸ ＳＴパートナーズ株式会社 ＫＤＸ ＳＴパートナーズ株式会社 
電子メールでの連絡方法：当社ホームページ上の「お問い合わせ」から送信 電子メールでの連絡方法：当社ホームページ上の「お問い合わせ」から送信 

  
(2) ご本人又は代理人の確認 (2) ご本人又は代理人の確認 
お問合せに際しては、ご本人であることを確認できる運転免許証・マイナン お問合せに際しては、ご本人であることを確認できる運転免許証・マイナン
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バーカード（表面のみ）・健康保険被保険者証（被保険者記号・番号及び保険

者番号を黒塗したものに限ります）（※）・印鑑証明書等の写しをご同封くだ

さい（ただし、有効期限内のもの又は過去 3 か月以内に発行されたもの）。当

社は、郵送物を受領後、当社にご登録いただいた電話番号に対する当社によ

る電話、氏名・住所・電話番号等の当社ご登録情報の確認等によりご本人で

あることを確認させて頂きます。お客様の代理人からのお問合せの場合には、

代理人であることの委任状及び委任状に押印された印鑑の印鑑証明書、お客

様ご本人への電話等により確認させて頂きます。 

バーカード（表面のみ）・健康保険被保険者証（被保険者記号・番号及び保険

者番号を黒塗したものに限ります）（※）・印鑑証明書等の写しをご同封くだ

さい（ただし、有効期限内のもの又は過去 3 か月以内に発行されたもの）。当

社は、郵送物を受領後、当社にご登録いただいた電話番号に対する当社によ

る電話、氏名・住所・電話番号等の当社ご登録情報の確認等によりご本人で

あることを確認させて頂きます。お客様の代理人からのお問合せの場合には、

代理人であることの委任状及び委任状に押印された印鑑の印鑑証明書、お客

様ご本人への電話等により確認させて頂きます。 
（※）健康保険資格確認書を含みます。なお、既に発行済の健康保険被保険

者証は経過措置期間内（2025 年 12 月 1 日まで）に限り本人確認書類として

利用いただけます。同期間中に発行済健康保険被保険者証の有効期間が到来

した場合や保険者の異動が生じた場合には、同時点以降、本人確認書類とし

て利用いただけなくなります。 

（※）健康保険資格確認書を含みます。なお、既に発行済の健康保険被保険

者証は経過措置期間内（2025 年 12 月 1 日まで）に限り本人確認書類として

利用いただけます。同期間中に発行済健康保険被保険者証の有効期間が到来

した場合や保険者の異動が生じた場合には、同時点以降、本人確認書類とし

て利用いただけなくなります。 
  
なお、当社は認定個人情報保護団体である一般社団法人資産運用業協会の対

象事業者です。同協会では、対象事業者の個人情報の取り扱いに関する苦情・

相談を受け付けています。 

なお、当社は認定個人情報保護団体である一般社団法人日本投資顧問業協会

の対象事業者です。同協会では、対象事業者の個人情報の取り扱いに関する

苦情・相談を受け付けています。 
お問合せ窓口：一般社団法人 資産運用業協会 会員監査部投資者相談室 お問合せ窓口 一般社団法人 日本投資顧問業協会事務局 苦情相談室 （個人

情報担当） 
電話：03-6821-8756 住所 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-5-8 東京証券会館７階 
受付時間：9:00～11:30 12:30～17:00（ただし、国民の祝日、年末年始を除く。） 
 

電話 03-3663-0505 （受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日を除く）午前 9 時

～午後 5 時） 
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以上 以上 

  
2018 年 5 月 31 日 制定 2018 年 5 月 31 日 制定 
2019 年 1 月 10 日 改定 2019 年 1 月 10 日 改定 
2021 年 6 月 7 日 改定 2021 年 6 月 7 日 改定 
2022 年 4 月 1 日 改定 2022 年 4 月 1 日 改定 

2022 年 6 月 20 日 改定 2022 年 6 月 20 日 改定 
2023 年 11 月 30 日 改定 2023 年 11 月 30 日 改定 
2024 年 7 月 22 日 改定 2024 年 7 月 22 日 改定 
2025 年 6 月 10 日 改定  2025 年 6 月 10 日 改定  

2025 年 11 月 28 日 改定 2025 年 11 月 28 日 改定 
2026 年 4 月 1 日 改定  

  
  

廃止 個人情報保護方針 
  
 金融商品に係る投資を行うことを目的として組成された特別目的会社である

合同会社 BRD3（以下「当社」といいます。）は、当社が提供するサービスを

通じてお客様から取得する個人情報（以下、単に「個人情報」という場合は、

個人番号は除くものとします。）及び個人番号（個人情報と併せて、以下「個

人情報等」といいます。）を適切に取り扱い、安全に管理することは、当社に
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とって重要な責務であると考えております。そのため、以下のとおり、お客

様の個人情報等に関する「個人情報保護方針」を制定し、個人情報等の適切

な取扱いを実施致します。 
  
 1 個人情報等の取扱いについて 
 (1) 個人情報等の取得 
 当社は、個人情報等を、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57

号、その後の改正を含みます。）、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号、その後の改正を含

みます。）、個人情報保護委員会等の策定するガイドラインその他の関係法令

（以下「関係法令等」といいます。）を遵守して、適法かつ公正な手段により

取得致します。また、当社は、お客様に個人情報等の提供をお願いする場合

は、事前に取得の目的、利用の内容を開示した上で、当社の正当な事業の範

囲内で、その目的の達成に必要な限度において、個人情報等を取得致します。 
  
 (2) 個人情報の利用 
 当社が取得した個人情報は、お客様ご本人から承諾を得た場合又は関係法令

等により例外として認められる場合を除き、以下の各号に定める利用目的の

うち業務の遂行上必要な範囲内で利用致します。 
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 なお、利用目的の追加変更等がある場合は、当社の関連会社が提供するホー

ムページであらかじめ公表します。 

  

 ア お客様等（法人の場合はその役職員の皆様）に関する個人情報 

 ① 当社又は当社の関連会社による当社が取り扱う金融商品その他の商

品の勧誘・販売・売買、サービスの案内・提供 
 ② 当社が取り扱う金融商品に係る投資等の手続（入出金口座、匿名組

合出資者からの金銭の預託又は振込等に係る手続を含みます。） 
 ③ お客様からのお問合せに対する回答 
 ④ お客様の情報の管理、訂正、更新及び削除 
 ⑤ 当社又は当社の関連会社が提供するプラットフォーム、ポータルサ

イトその他のホームページ上でのお客様の情報の登録、記入及び表示 
 ⑥ お客様による取引その他の当社又は当社の関連会社が提供するサー

ビス（ホームページの提供を含みます。）の登録又は利用に際して行う本

人確認及び資格等の確認 
 ⑦ イベントやセミナーの案内、当社が提供するサービスの勧誘、広告

宣伝物の送付、送信等及び広告宣伝物の宣伝効果の把握、検証 
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 ⑧ 当社内部における取引状況の分析、当社のサービスの改善又は新規

サービスの開発 
 ⑨ 当社の事業（当該事業のために利用する Web サービスやシステムを

含みます。）に関する不正利用防止や安全性確保 
 ⑩ 第(6)号ウ①(ア)及び(イ)に定める目的のため 
 ⑪ 上記のほか、当社が行う事業に関連しまたは付随する業務の遂行 
 イ  

 役員に関する個人情報 

 ① 当社の役員の管理 
 ② 役員への業務連絡 

 ③ 役員への報酬支払い 
 ウ その他 

 上記アからイまでの利用目的の達成に必要な範囲での、個人情報の第三

者への提供 
  
 (3) 個人データの第三者提供 
 当社は、以下のいずれかに該当する場合、第(4)号に定める個人データの外部

委託の場合又は第(6)号に定める個人データの共同利用の場合を除き、お客様

の個人データを第三者に提供致しません。 
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 ① お客様ご本人の書面（電磁的記録を含みます。）による同意がある場合 
 ② 統計的なデータなどお客様ご本人を識別することができない状態かつ復

元することができない状態で開示又は提供する場合 
 ③ 個人情報の保護に関する法律その他の法令に基づく場合 
  
 また、当社は、個人データを外国にある第三者（第(4)号に定める外部委託先

を含みます。）に提供する場合、関連法令等によりその同意を取得する際には、

当該法令等に従い、当該外国の名称、当該外国における個人情報の保護に関

する制度に関する情報及び当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置

に関する情報を、あらかじめ提供します。なお、同意取得時に、提供先の第

三者が所在する外国等の情報が特定できない場合は、当該情報に代わって、

当該事項を特定できない旨及びその理由その他の関連法令等が要求する情報

を提供します。 
 当社が個人データを外国にある第三者に提供する場合、お客様は、当社に対

して、当該外国の名称その他の関連法令等が提供を要求する情報について、

当該法令等に従った提供を請求することができます。 
  
 (4) 個人データの外部委託 
 当社は、当社の業務を外部委託する場合があります。当該委託に伴いお客様

からお預かりした個人データ（当社が取得し、又は取得しようとしている個

人情報であって、個人データとして取り扱うことを予定しているものを含み

ます。）の取扱いの全部又は一部を第三者に委託する場合、当社は、委託先に
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おいて個人データに関する適切な保護措置が講じられていることを確認する

とともに、委託先に対して必要かつ適切な監督を行います。 
  
 (5) 個人番号の利用、第三者提供及び外部委託 
 当社は、個人番号について、関係法令等により定められた目的の範囲内での

み取得及び利用します。当社の個人番号の利用目的については、以下のとお

りです。 
 ア 役員に係る個人番号関係事務（以下に関連する事務を含みます。） 

 ① ① 報酬・料金等の支払調書作成事務 
  

 イ 役員及び従業員等以外の個人に係る個人番号関係事務（以下に関連する

事務を含みます。） 

 ① 報酬・料金等の支払調書作成事務等 
 ② 配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書作成事務等 
 ③ 不動産の使用料等の支払調書作成事務等 
 ④ 不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務等 

 また、関係法令等により認められる場合を除き、お客様の個人番号を第三者

に提供致しません。 
 当社は、当社の業務を外部委託する場合があります。当該委託に伴いお客様

からお預かりした個人番号の取扱いの全部又は一部を第三者に委託する場

合、当社は、委託先において個人番号に関する適切な保護措置が講じられて

いることを確認するとともに、委託先に対して必要かつ適切な監督を行いま
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す。 
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 (6) 共同利用先 
 当社は、以下に従い、当社が取得した個人情報を共同利用いたします。 

  
 ア （共同して利用する個人情報の項目） 

 ① お客様に関する情報 
 お客様の保有する金融商品に関する情報（保有する金融商品の銘柄名、保

有残高等）その他の資産に関する情報、都道府県単位の住所、年齢層、投

資経験、投資目的、お客様にお答えいただいたアンケートの結果、お客様

を識別するために付した番号 
 イ （共同して利用する者の範囲） 

 ① お客様に関する情報 
 ケネディクス株式会社 

 ウ （共同して利用する者の利用目的） 
 ① お客様に関する情報 

 (ア)お客様の保有する資産に関する情報その他の情報を分析して、当社及

び共同利用先の金融商品の開発、研究、広告及び提供に利用するため 
 (イ)お客様の投資に関する情報その他の情報を分析して、お客様のご興味

に応じた情報や広告を提供するため 
 (ウ)第(2)号ア①から⑨及び⑪に定める利用目的のため 

 ② 役員に関する個人情報 
 (ア)第(2)号イ①から③に定める利用目的のため 
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 エ （共同して利用される個人情報の管理について責任を有する者の名称及

び住所並びに代表者） 
 KDX ST パートナーズ株式会社 
 東京都千代田区内幸町二丁目 1 番 6 号日比谷パークフロント 
 代表取締役社長 中尾 彰宏 
  

 (7) 正確性の確保 
 当社は、業務上取り扱う個人データについて、利用目的の達成に必要な範囲

内で正確かつ最新の内容に保つように努めます。 
  

 (8) 個人情報等の開示又は修正等の手続 
 お客様が当社に提供された保有個人データに関して、開示、訂正、追加若し

くは削除又は第三者への提供の停止等のご請求（以下「開示等のご請求」と

いいます。）をされる場合は、後記 4 第(1)号に定めるお問合せ窓口までご連絡

ください。開示等のご請求がお客様ご本人によるものであることを確認の上、

関係法令等に基づき、合理的な期間内に、対応させて頂きます。なお、関係

法令等に基づき当社が保有している個人情報等につきましては、お客様のご

請求に応じられない場合があります。 
  
 (9) 個人情報等の開示等に要する手数料 
 開示等のご請求に対してお客様から当社にお支払いいただく手数料等はござ

いません。ただし、ご請求において発生する通信費、交通費及びお客様によ
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る資料等の作成に際して発生する費用等につきましては、お客様のご負担と

させて頂きます。 
  
 2 個人データの安全管理措置について 
 当社は、個人データへの不正アクセス、個人データの紛失、破壊、改ざん、

漏えい等を防止し、正確性及び安全性を確保するために管理体制を整備し、

適切な安全対策を実施致します。個人データを取り扱う事務所内への部外者

の立ち入りを制限し、当社の個人データの保護に関わる役員・職員等全員に

対し教育啓発活動を実施するほか、管理責任者を置き、個人データの適切な

管理及び是正措置に努めます。 
  
 3 関係法令等の遵守 
 当社は、お客様からお預かりした個人情報等の取扱いに関し、適用される関

連法令等を遵守致します。 
  
 4 個人情報等の開示等のお手続、苦情及び相談のお問合せ窓口 
 当社は、個人情報等の開示等のお手続、取扱いに関する苦情及び相談に対し

て、以下の問合せ窓口に郵便の送付または当社ホームページの「お問い合わ

せ」から電子メールの送信による方法でお問い合わせください。当社は、当

該お問合せがご本人又は代理人によるものであることを確認した上で、ご本

人又は代理人が請求した方法（当該方法による開示に多額の費用を要する場

合その他の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付に
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よる方法）により適切に対応致します。なお、お問合せ内容によっては、当

社所定の申込書面をご提出いただく場合があります。 
  
 (1) 問合せ窓口 
 〒100-0011 
 東京都千代田区内幸町二丁目 1 番 6 号 日比谷パークフロント 
 ＫＤＸ ＳＴパートナーズ株式会社 
 電子メールでの連絡方法：当社ホームページ上の「お問い合わせ」から送信 

  
 (2) ご本人又は代理人の確認 
 お問合せに際しては、ご本人であることを確認できる運転免許証・マイナン

バーカード（表面のみ）・健康保険被保険者証（被保険者記号・番号及び保険

者番号を黒塗したものに限ります）（※）・印鑑証明書等の写しをご同封くだ

さい（ただし、有効期限内のもの又は過去 3 か月以内に発行されたもの）。当

社は、郵送物を受領後、当社にご登録いただいた電話番号に対する当社によ

る電話、氏名・住所・電話番号等の当社ご登録情報の確認等によりご本人で

あることを確認させて頂きます。お客様の代理人からのお問合せの場合には、

代理人であることの委任状及び委任状に押印された印鑑の印鑑証明書、お客

様ご本人への電話等により確認させて頂きます。 
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 （※）健康保険資格確認書を含みます。なお、既に発行済の健康保険被保険

者証は経過措置期間内（2025 年 12 月 1 日まで）に限り本人確認書類として

利用いただけます。同期間中に発行済健康保険被保険者証の有効期間が到来

した場合や保険者の異動が生じた場合には、同時点以降、本人確認書類とし

て利用いただけなくなります。 
 以上 
  
 2023 年 11 月 30 日制定 
 2024 年 7 月 22 日改定 
 2025 年 6 月 10 日改定 
 2025 年 11 月 28 日改定 

  
 


